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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）１００重量部、炭素繊維、全芳香族ポリアミ
ド繊維、マイカおよびタルクからなる群より選ばれる少なくとも一種の充填材（Ｂ成分）
１０～３００重量部およびポリテトラフルオロエチレン樹脂（Ｃ成分）５～１００重量部
を含有し、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐｐ
ｍ以下であり、そして上記Ａ成分が、ジヨードアリール化合物、固体硫黄、並びに重合停
止剤を、極性溶媒を使用せずに直接加熱して重合させる方法によって得られ且つ重量平均
分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）で表わされる分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）が２．７以上
である樹脂組成物。
【請求項２】
　Ａ成分は、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐ
ｐｍ以下であるポリアリーレンスルフィド樹脂である請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　Ａ成分は、総塩素含有量が５０ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有量が８ｐｐｍ
以下であるポリアリーレンスルフィド樹脂である請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　Ｂ成分が、引張弾性率が２５０ＧＰａ以上である炭素繊維であり、Ｂ成分の含有量が、
１００重量部のＡ成分に対し１０～１８０重量部である請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
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　Ｂ成分が、引張強度が３，０００ＭＰａ以上の炭素繊維である請求項１に記載の樹脂組
成物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の樹脂組成物からなる成形品。
【請求項７】
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）１００重量部、炭素繊維、全芳香族ポリアミ
ド繊維、マイカおよびタルクからなる群より選ばれる少なくとも一種の充填材（Ｂ成分）
１０～３００重量部およびポリテトラフルオロエチレン樹脂（Ｃ成分）５～１００重量部
を混合する工程を含む、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有
量が３９ｐｐｍ以下である樹脂組成物の製造方法であって、上記Ａ成分が、ジヨードアリ
ール化合物、固体硫黄、並びに重合停止剤を、極性溶媒を使用せずに直接加熱して重合さ
せる方法によって得られ且つ重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）で表わされ
る分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）が２．７以上である、上記製造方法。
【請求項８】
　１００重量部のＡ成分に対し、充填材（Ｂ成分）として引張弾性率が２５０ＧＰａ以上
である炭素繊維を１０～１８０重量部混合する請求項７記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、塩素含有量およびナトリウム含有量を低減したポリアリーレンスルフィド樹
脂および充填材を含有する樹脂組成物に関する。また本発明は、ポリアリーレンスルフィ
ド樹脂が有する優れた特性を保持しつつ、ウエルド強度、耐湿熱性および摺動特性優れる
樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリアリーレンスルフィド樹脂は、耐薬品性、耐熱性、機械的特性などに優れるエンジ
ニアリングプラスチックである。このため、ポリアリーレンスルフィド樹脂は、電気電子
部品、車両関連部品、航空機部品、住設機器部品として広く利用されている。
　近年、デジタルカメラ、タブレット等の電子機器では製品の小型化に伴い、使用する製
品筐体において筐体の薄肉化が進んでいる。また自動車などの車両関連部品においては省
エネ化に伴う車両の軽量化および化石燃料の削減を目的としたハイブリッド車や電気自動
車などを初めとする自走車両の電化が進んでいる。また、近年の通信技術の高度化にとも
ない、携帯端末だけではなく、自動車においても通信機器の設置（カーナビゲーション、
ＥＴＣなど）や電化にともなう独自の車両関連部品（インバーターなど）が増加している
。
【０００３】
　そして、これら関連用途においては、製品の薄肉化や軽量化を目的に、従来の金属から
の樹脂化が検討されており、金属代替となる樹脂材料には高い材料強度や耐熱性、耐薬品
性を有するのはもちろんのこと、ウエルド部の強度向上および使用環境を想定した耐湿熱
性の向上が求められている。またギアや軸受け等の用途に使用される樹脂材料には高い摺
動特性や衝撃強度が求められている。
　しかしながら、ポリアリーレンスルフィド樹脂は、耐熱性、耐薬品性には優れるものの
、機械強度、ウエルド強度、耐湿熱性は十分ではない。また、ポリアリーレンスルフィド
樹脂は、他の樹脂と比較し摺動特性を有するものの、金属代替として使用するには摺動特
性や衝撃強度が十分ではない。
　これは一般的なポリマー重合方法において除去が困難な不純物（残留ナトリウム、残留
クロルなど）による耐湿熱性の低下および不純物由来の発生ガスによるウエルド部の樹脂
同士の接着を阻害することが要因として考えられる。
【０００４】
　この問題を解決する手段として、機械強度、ウエルド強度を向上させるため繊維状充填
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材およびポリアリーレンスルフィド樹脂からなる樹脂組成物が各種提案されている。特許
文献１～６には、ナトリウム含有量または塩素含有量を規定したポリフェニレンスルフィ
ド樹脂および無機充填材、他の樹脂を含有する樹脂組成物が各種提案されている。しかし
これらの提案には、ナトリウム含有量または塩素含有量のどちらかしか規定されておらず
、またウエルド強度および耐湿熱性に与える影響に関しても記載されていない。特許文献
７～９には、塩素含有量またはナトリウム含有量を規定したポリアリーレンスルフィド樹
脂に繊維状充填材と非繊維状充填材を添加した樹脂組成物が提案されている。しかしこれ
らの提案における耐湿熱性は満足できるものではなく、またウエルド強度に与える影響に
関して記載されていない。
　また特許文献１０～１１には、摺動特性と機械的特性を向上させるためにポリフェニレ
ンサルファイド樹脂、フッ素樹脂および芳香族ポリアミド繊維を含有する樹脂組成物が提
案されている。またポリフェニレンサルファイド樹脂、導電性チタン酸カリウムウィスカ
ー、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、金属酸化物および芳香族ポリアミド繊維を含有す
る樹脂組成物が提案されている。しかしこれらの文献には、摺動性と機械的強度について
言及しているもののウエルド強度および耐湿熱性に関する記載はない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－８２７６１号公報
【特許文献２】特開２０１１－１２６９７３号公報
【特許文献３】特開２００４－２１７８９５号公報
【特許文献４】国際公開第２０１１／１３２５４３号パンフレット
【特許文献５】特開２００９－２０３４７２号公報
【特許文献６】特開２００２－１２１３８３号公報
【特許文献７】特開２０１３－１８１０４３号公報
【特許文献８】特開２０１３－１８１０４４号公報
【特許文献９】特開２００９－２１５５１２号公報
【特許文献１０】特公平４－６５８６６号公報
【特許文献１１】特開平１１－２１７５０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、ポリアリーレンスルフィド樹脂および充填材を含有し、機械強度、ウ
エルド強度および耐湿熱性に優れる樹脂組成物を提供することにある。また本発明の目的
は、ポリアリーレンスルフィド樹脂および充填材を含有し、機械強度、ウエルド強度、耐
湿熱性および摺動特性に優れる樹脂組成物を提供することにある。また本発明の目的は、
前記樹脂組成物からなる成形品を提供することにある。また本発明の目的は、前記樹脂組
成物の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、ポリアリーレンスルフィド樹脂および充填材を含有する樹脂組成物において
、ポリアリーレンスルフィド樹脂として、塩素含有量およびナトリウム含有量が特定値の
樹脂を用いると、機械強度、ウエルド強度、耐湿熱性および摺動特性に優れた樹脂組成物
が得られることを見出したことに基づく。
　すなわち本発明は、（１）ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）１００重量部およ
び充填材（Ｂ成分）１０～３００重量部を含有し、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下であ
り、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐｐｍ以下である樹脂組成物により達成される。
【０００８】
　本発明の好適な態様の一つは、（２）Ａ成分は、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下であ
り、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐｐｍ以下であるポリアリーレンスルフィド樹脂であ
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る上記構成１に記載の樹脂組成物である。
【０００９】
　本発明の好適な態様の一つは、（３）Ａ成分は、総塩素含有量が５０ｐｐｍ以下であり
、かつ総ナトリウム含有量が８ｐｐｍ以下であるポリアリーレンスルフィド樹脂である上
記構成１に記載の樹脂組成物である。
【００１０】
　本発明の好適な態様の一つは、（４）Ａ成分の、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子
量（Ｍｎ）で表される分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）が２．７以上である上記構成１に記載の樹脂
組成物である。
【００１１】
　本発明の好適な態様の一つは、（５）Ａ成分が、ジヨードアリール化合物、固体硫黄、
並びに重合停止剤を、極性溶媒を使用せずに直接加熱して重合させる方法よって得られる
ポリアリーレンスルフィド樹脂である上記構成１に記載の樹脂組成物である。
【００１２】
　本発明の好適な態様の一つは、（６）Ｂ成分が、繊維状充填材（Ｂ－１成分）および繊
維状以外の充填材（Ｂ－２成分）からなる群より選ばれる少なくとも一種の充填材である
上記構成１に記載の樹脂組成物である。
【００１３】
　本発明の好適な態様の一つは、（７）Ｂ－１成分が、ガラス繊維、ガラスミルドファイ
バー、ワラストナイト、炭素繊維および全芳香族ポリアミド繊維からなる群より選ばれる
少なくとも一種の繊維状充填材である上記構成６に記載の樹脂組成物である。
【００１４】
　本発明の好適な態様の一つは、（８）Ｂ－１成分が、引張弾性率が２５０ＧＰａ以上で
ある炭素繊維であり、Ｂ－１成分の含有量が、１００重量部のＡ成分に対し１０～１８０
重量部である上記構成６に記載の樹脂組成物である。
　本発明の好適な態様の一つは、（９）Ｂ－１成分が、引張強度が３，０００ＭＰａ以上
の炭素繊維である上記構成６に記載の樹脂組成物である。
【００１５】
　本発明の好適な態様の一つは、（１０）Ｂ－２成分が、ガラスフレーク、マイカ、タル
ク、炭酸カルシウムおよびガラスビーズからなる群より選ばれる少なくとも一種の充填材
である上記構成６に記載の樹脂組成物である。
【００１６】
　本発明の好適な態様の一つは、（１１）１００重量部のＡ成分に対し、さらに５～１０
０重量部のフッ素樹脂（Ｃ成分）を含有する上記構成１に記載の樹脂組成物である。
【００１７】
　本発明の好適な態様の一つは、（１２）Ｃ成分が、ポリテトラフルオロエチレン樹脂で
ある上記構成１１記載の樹脂組成物である。
【００１８】
　本発明の好適な態様の一つは、（１３）上記構成１～１２のいずれか一項に記載の樹脂
組成物からなる成形品である。
【００１９】
　本発明の好適な態様の一つは、（１４）ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）１０
０重量部に対し、充填材（Ｂ成分）１０～３００重量部を混合する工程を含む、総塩素含
有量が５００ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐｐｍ以下である樹脂組
成物の製造方法である。
【００２０】
　本発明の好適な態様の一つは、（１５）１００重量部のＡ成分に対し、充填材（Ｂ成分
）として引張弾性率が２５０ＧＰａ以上である炭素繊維（Ｂ－１成分）を１０～１８０重
量部混合する上記構成１４記載の製造方法である。
【００２１】
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　本発明の好適な態様の一つは、（１６）Ａ成分が、ジヨードアリール化合物、固体硫黄
、並びに重合停止剤を、極性溶媒を使用せずに直接加熱して重合させる方法よって得られ
るポリアリーレンスルフィド樹脂である上記構成１４記載の製造方法である。
【００２２】
　本発明の好適な態様の一つは、（１７）Ａ成分１００重量部に対し、さらにフッ素樹脂
（Ｃ成分）５～１００重量部を混合する上記構成１４記載の製造方法である。
【００２３】
　本発明の好ましい態様の一つは、ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）１００重量
部、引張弾性率が２５０ＧＰａ以上である炭素繊維（Ｂ－１成分）１０～１８０重量部お
よびフッ素樹脂（Ｃ成分）５～１００重量部を含有し、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下
であり、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐｐｍ以下である樹脂組成物である。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の樹脂組成物およびその成形品は、ポリアリーレンスルフィド樹脂が有する優れ
た特性を保持しつつ、機械強度、ウエルド強度、耐湿熱性に優れる。また本発明の樹脂組
成物およびその成形品は、ポリアリーレンスルフィド樹脂が有する優れた特性を保持しつ
つ、機械強度、ウエルド強度、耐湿熱性、摺動特性に優れる。本発明の樹脂組成物の製造
方法によれば、樹脂組成物を製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明の詳細について説明する。
【００２６】
（Ａ成分：ポリアリーレンスルフィド樹脂）
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）は、ポリアリーレンスルフィドと称される範
疇に属するものであれば如何なるものを用いてもよい。
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）の構成単位として、例えばｐ－フェニレンス
ルフィド単位、ｍ－フェニレンスルフィド単位、ｏ－フェニレンスルフィド単位、フェニ
レンスルフィドスルホン単位、フェニレンスルフィドケトン単位、フェニレンスルフィド
エーテル単位、ジフェニレンスルフィド単位、置換基含有フェニレンスルフィド単位、分
岐構造含有フェニレンスルフィド単位などを挙げることができる。ｐ－フェニレンスルフ
ィド単位の含有量は、好ましくは７０モル％以上、より好ましくは９０モル％以上、さら
に好ましくは１００モル％である。
【００２７】
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）の総塩素含有量は、好ましくは５００ｐｐｍ
以下、より好ましくは４５０ｐｐｍ以下、さらに好ましくは３００ｐｐｍ以下、最も好ま
しくは５０ｐｐｍ以下である。総塩素含有量が５００ｐｐｍを超える場合には、発生ガス
量が増加しウエルド強度を低下させる場合がある。
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）の総ナトリウム含有量は、好ましくは３９ｐ
ｐｍ以下、より好ましくは３０ｐｐｍ以下、さらに好ましくは１０ｐｐｍ以下、最も好ま
しくは８ｐｐｍ以下である。３９ｐｐｍを超える場合には、発生ガスの増加によるウエル
ド強度を低下させるだけではなく、高温高湿環境下において、ナトリウム金属と水分子の
配位結合による樹脂の吸水量の増加によって耐湿熱性を低下させる場合がある。
　Ａ成分は、総塩素含有量が５００ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有量が３９ｐ
ｐｍ以下であるポリアリーレンスルフィド樹脂であることが好ましい。Ａ成分は、総塩素
含有量が５０ｐｐｍ以下であり、かつ総ナトリウム含有量が８ｐｐｍ以下であるポリアリ
ーレンスルフィド樹脂であることが好ましい。
【００２８】
ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）の重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍ
ｎ）で表される分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましは２．７以上、より好ましくは２．８以
上、さらに好ましくは２．９以上である。分散度が２．７未満の場合は、成形時のバリ発
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生が多くなる場合がある。なお、分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）の上限は特に規定されないが、１
０以下であることが好ましい。ここで、重量平均分子量（Ｍｗ）および数平均分子量（Ｍ
ｎ）はゲルパーミネーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により、ポリスチレン換算で
算出された値である。なお、溶媒には１－クロロナフタレンを使用し、カラム温度は２１
０℃とした。
【００２９】
　ポリアリーレンスルフィド樹脂（Ａ成分）の製造方法としては、特に限定されるもので
はなく、既知の方法で重合されるが、特に好適な重合方法としては、米国登録特許第４，
７４６，７５８号、第４，７８６，７１３号、特表２０１３－５２２３８５号、特開２０
１２－２３３２１０号および特許５１６７２７６号等に記載された製造方法が挙げられる
。これらの製造方法は、ジヨードアリール化合物と固体硫黄を、極性溶媒なしに直接加熱
して重合させる方法である。
　前記製造方法はヨウ化工程および重合工程を含む。ヨウ化工程ではアリール化合物をヨ
ードと反応させて、ジヨードアリール化合物を得る。
　続く重合工程で、重合停止剤を用いてジヨードアリール化合物を固体硫黄と重合反応さ
せてポリアリーレンスルフィド樹脂を製造する。ヨードはこの工程で、気体状で発生し、
これを回収して再びヨウ化工程に用いられる。実質的にヨードは触媒である。
　固体硫黄としては、室温で８個の原子が連結されたシクロオクタ硫黄形態（Ｓ８）が挙
げられる。しかしながら重合反応に用いられる硫黄化合物は限定されるものではなく、常
温で固体または液体であればいずれの形態でも使用し得る。
【００３０】
　ジヨードアリール化合物としては、ジヨードベンゼン、ジヨードナフタレン、ジヨード
ビフェニル、ジヨードビスフェノールおよびジヨードベンゾフェノンからなる群より選ば
れる少なくとも一種が挙げられる。また、アルキル基やスルホン基が結合していたり、酸
素や窒素が導入されたりしているヨードアリール化合物の誘導体も使用される。ヨードア
リール化合物はそのヨード原子の結合位置によって異なる異性体に分類される。これらの
異性体のうち好ましい例として、ｐ－ジヨードベンゼン、２，６－ジヨードナフタレン、
およびｐ，ｐ’－ジヨードビフェニルのようにヨードがアリール化合物の分子両端に対称
的に位置する化合物が挙げられる。ヨードアリール化合物の含有量は、固体硫黄１００重
量部に対し５００～１０，０００重量部であることが好ましい。この量はジスルフィド結
合の生成を考慮して決定される。
　重合停止剤として、モノヨードアリール化合物、ベンゾチアゾール類、ベンゾチアゾー
ルスルフェンアミド類、チウラム類、ジチオカルバメート類、芳香族スルフィド化合物な
どが挙げられる。
【００３１】
　モノヨードアリール化合物のうち好ましい例としては、ヨードビフェニル、ヨードフェ
ノール、ヨードアニリン、ヨードベンゾフェノンからなる群より選ばれる少なくとも一種
が挙げられる。ベンゾチアゾール類のうち好ましい例としては、２－メルカプトベンゾチ
アゾール、２，２’－ジチオビスベンゾチアゾールからなる群より選ばれる少なくとも一
種が挙げられる。ベンゾチアゾールスルフェンアミド類のうち好ましい例としては、Ｎ－
シクロヘキシルベンゾチアゾール２－スルフェンアミド、Ｎ，Ｎ－ジシクロヘキシル－２
－ベンゾチアゾールスルフェンアミド、２－モルホリノチオベンゾチアゾール、ベンゾチ
アゾールスルフェンアミド、ジベンゾチアゾールジスルファイド、Ｎ－ジシクロヘキシル
ベンゾチアゾール２－スルフェンアミドからなる群より選ばれる少なくとも一種が挙げら
れる。チウラム類のうち好ましい例としては、テトラメチルチウラムモノスルフィド、テ
トラメチルチウラムジスルフィドからなる群より選ばれる少なくとも一種が挙げられる。
ジチオカルバメート類のうち好ましい例としては、ジメチルジチオカルバメート酸亜鉛、
ジエチルジチオカルバメート酸亜鉛からなる群より選ばれる少なくとも一種が挙げられる
。芳香族スルフィド化合物のうち好ましい例としては、ジフェニルスルフィド、ジフェニ
ルジスルフィド、ジフェニルエーテル、ビフェニル、ベンゾフェノンからなる群より選ば
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れる少なくとも一種が挙げられる。
【００３２】
　またいずれの重合停止剤においても、共役芳香環骨格上に一つまたは複数の官能基が置
換されていてもよい。前記官能基の例としては、ヒドロキシ基、カルボキシ基、メルカプ
ト基、アミノ基、シアノ基、スルホ基、ニトロ基などが挙げられる。好ましい例としては
、カルボキシ基、アミノ基が挙げられる。さらに好ましい例としてはＦＴ－ＩＲスペクト
ル上で、１６００～１８００ｃｍ－１または３３００～３５００ｃｍ－１のピークを示す
カルボキシ基、アミノ基が挙げられる。
　重合停止剤の含有量は、固体硫黄１００重量部に対し１～３０重量部であることが好ま
しい。この量はジスルフィド結合の生成を考慮して決定される。
【００３３】
　前記製造方法では重合反応触媒を使用しても良い。代表的な重合反応触媒としては、ニ
トロベンゼン系触媒が挙げられる。ニトロベンゼン系触媒のうち好ましい例としては、１
，３－ジヨード－４－ニトロベンゼン、１－ヨード－４－ニトロベンゼン、２，６－ジヨ
ード－４－ニトロフェノール、ヨードニトロベンゼン、２，６－ジヨード－４－ニトロア
ミンからなる群より選ばれる少なくとも一種が挙げられる。重合反応触媒の含有量は固体
硫黄１００重量部に対し０．０１～２０重量部であることが好ましい。この量はジスルフ
ィド結合の生成を考慮して決定される。
　Ａ成分は、ジヨードアリール化合物、固体硫黄および重合停止剤を、極性溶媒を使用せ
ずに直接加熱して重合させる方法よって得られるポリアリーレンスルフィド樹脂であるこ
とが好ましい。重合停止剤と重合反応触媒とを併用しても良い。
　この重合方法を使うことにより、実質的に塩素含有量およびナトリウム含有量を低減さ
せる必要が無く、コストパフォーマンスに優れたポリフェニレンスルフィド樹脂を得るこ
とができる。また本発明のポリフェニレンスルフィド樹脂は、その他の重合方法によって
得られたポリフェニレンスルフィド樹脂を含んでいてもよい。
【００３４】
（Ｂ成分：充填材）
　充填材（Ｂ成分）として、繊維状、板状、粉末状、粒状などの充填材が挙げられる。充
填材（Ｂ成分）は、繊維状充填材（Ｂ－１成分）および繊維状以外の充填材（Ｂ－２成分
）からなる群より選ばれる少なくとも一種の充填材であることが好ましい。
　樹脂組成物中の、Ｂ成分の含有量は、Ａ成分１００重量部に対し、１０～３００重量部
であり、好ましくは１５～２５０重量部、より好ましくは２０～２００重量部である。Ｂ
成分の含有量が１０重量部未満では、ウエルド強度が劣り、３００重量部を超えると生産
または成形加工性が低下する。
【００３５】
（Ｂ－１成分：繊維状充填材）
　繊維状充填材（Ｂ－１成分）として、ガラス繊維、炭素繊維、アラミド繊維、チタン酸
カリウィスカ、酸化亜鉛ウィスカ、アルミナ繊維、炭化珪素繊維、セラミック繊維、アス
ベスト繊維、石コウ繊維、金属繊維などが挙げられる。繊維状充填材（Ｂ－１成分）は、
ガラス繊維、ガラスミルドファイバー、ワラストナイト、炭素繊維および全芳香族ポリア
ミド繊維からなる群より選ばれる少なくとも一種であることが好ましい。
【００３６】
（Ｂ－１成分：引張弾性率が２５０ＧＰａ以上の炭素繊維）
　Ｂ－１成分が、引張弾性率が２５０ＧＰａ以上である炭素繊維であり、Ｂ－１成分の含
有量が、１００重量部のＡ成分に対し１０～１８０重量部であることが好ましい。
　本発明のＢ－１成分として使用される炭素繊維としては、ＪＩＳ　Ｒ７６０８により測
定された引張弾性率が２５０ＧＰａ以上の炭素繊維が好ましい。
　炭素繊維として、カーボンファイバー、カーボンミルドファイバーおよびカーボンナノ
チューブ等が挙げられる。
　カーボンナノチューブは、繊維径０．００３～０．１μｍであることが好ましい。また
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それらは単層、２層、および多層のいずれであってもよく、多層（いわゆるＭＷＣＮＴ）
が好ましい。
【００３７】
　カーボンミルドファイバーは、平均繊維長０．０５～０．２ｍｍであることが好ましい
。カーボンファイバーとしては、セルロース系、ポリアクリロニトリル系およびピッチ系
などのいずれも使用可能である。また芳香族スルホン酸類またはそれらの塩のメチレン型
結合による重合体と溶媒よりなる原料組成を紡糸または成形し、次いで炭化するなどの方
法に代表される不融化工程を経ない紡糸を行う方法により得られたものも使用可能である
。これらの中でも特にポリアクリロニトリル系の高弾性率タイプが好ましい。これらの中
でも機械的強度に優れる点において、カーボンファイバーが好ましい。
　但し、カーボンファイバーの引張弾性率が６００ＧＰａを超えるとカーボンファイバー
が非常に高価となり、かつ原料供給面から汎用性が低下するため、使用するカーボンファ
イバーの引張弾性率の好ましい範囲は２５０～６００ＧＰａであり、より好ましくは２６
０～５００ＧＰａである。
【００３８】
　また、ＪＩＳ　Ｒ７６０８により測定されたカーボンファイバーの引張強度は３，００
０ＭＰａ以上が好ましい。但し、カーボンファイバーの引張強度が７，０００ＭＰａ超え
ると引張弾性率と同様にカーボンファイバーが非常に高価となり、かつ原料供給面から汎
用性が低下するため、使用するカーボンファイバーの引張強度の好ましい範囲は３，００
０～７，０００ＭＰａであり、より好ましくは５，０００～６，５００ＭＰａである。
　カーボンファイバーの平均繊維径は特に限定されないが、３～１５μｍが好ましく、よ
り好ましくは４～１３μｍである。かかる範囲の平均繊維径を持つカーボンファイバーは
、成形品外観を損なうことなく良好な機械的強度および疲労特性を発現することができる
。
【００３９】
　また、カーボンファイバーの好ましい繊維長は、樹脂組成物中における数平均繊維長と
して６０～５００μｍが好ましく、より好ましくは８０～４００μｍ、特に好ましくは１
００～３００μｍである。尚、かかる数平均繊維長は、成形品の高温灰化、溶剤による溶
解、および薬品による分解等の処理で採取されるカーボンファイバーの残さから光学顕微
鏡観察などから画像解析装置により算出される値である。また、かかる値の算出に際して
は繊維長以下の長さのものはカウントしない方法による値である。
　上記のカーボンファイバーは、カーボンファイバーの表面に金属層をコートしてもよい
。金属としては、銀、銅、ニッケル、およびアルミニウムなどが挙げられ、ニッケルが金
属層の耐腐食性の点から好ましい。金属コートの方法としては、先にガラス充填材におけ
る異種材料による表面被覆で述べた各種の方法が採用できる。中でもメッキ法が好適に利
用される。また、かかる金属コートカーボンファイバーの場合も、元となるカーボンファ
イバーとしては上記のカーボンファイバーとして挙げたものが使用可能である。金属被覆
層の厚みは好ましくは０．１～１μｍ、より好ましくは０．１５～０．５μｍである。更
に好ましくは０．２～０．３５μｍである。
【００４０】
　かかる金属未コートのカーボンファイバー、金属コートカーボンファイバーは、オレフ
ィン系樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂、エポキシ系樹脂、
およびウレタン系樹脂等で集束処理されたものが好ましい。特にウレタン系樹脂、エポキ
シ系樹脂で処理されたカーボンファイバーは、機械的強度に優れることから本発明におい
て好適である。また金属未コートのカーボンファイバー、金属コートカーボンファイバー
の集束剤量に特に限定はないが、ウエルド強度向上させる点おいて集束剤量は少ない方が
好ましい。好ましい集束剤量は０～４％であり、より好ましくは０．１～３％である。
　樹脂組成物中の、引張弾性率が２５０ＧＰａ以上の炭素繊維（Ｂ－１成分）の含有量は
、Ａ成分１００重量部に対し、好ましくは１０～１８０重量部、より好ましくは１５～１
８０重量部、さらに好ましくは１８～１５０重量部、特に好ましくは２０～１４０重量部
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である。Ｂ成分の含有量が１０重量部未満ではウエルド強度が劣り、１８０重量部を超え
ると、混練押出時にストランド切れやサージングなどが起こり、生産性が低下するという
問題が生ずる。
【００４１】
（Ｂ－２成分：繊維状以外の充填材）
　樹脂組成物は、非繊維状充填材（Ｂ－２成分）を含有していても良い。非繊維状充填材
（Ｂ－２成分）として、ワラステナイト、セリサイト、カオリン、マイカ、クレー、ベン
トナイト、アスベスト、タルク、アルミナシリケートなどの珪酸塩が挙げられる。また、
モンモリロナイト、合成雲母などの膨潤性の層状珪酸塩が挙げられる。また、アルミナ、
酸化珪素、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、酸化チタン、酸化鉄などの金属化合物
が挙げられる。また、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、ドロマイトなどの炭酸塩が挙
げられる。また、硫酸カルシウム、硫酸バリウムなどの硫酸塩が挙げられる。また、ガラ
スビーズ、セラミックビ－ズ、窒化ホウ素、炭化珪素、燐酸カルシウムおよびシリカなど
が挙げられる。
　繊維状以外の充填材（Ｂ－２成分）は、ガラスフレーク、マイカ、タルク、炭酸カルシ
ウムおよびガラスビーズからなる群より選ばれる少なくとも一種であることが好ましい。
【００４２】
（Ｂ成分：その他）
　充填材（Ｂ成分）は、中空であってもよく、さらには充填材を２種類以上併用すること
も可能である。また、これら充填材をイソシアネート系化合物、有機シラン系化合物、有
機チタネート系化合物、有機ボラン系化合物およびエポキシ化合物などのカップリング剤
で、膨潤性の層状珪酸塩では有機化オニウムイオンで予備処理して使用することは、より
優れた機械的強度を得る意味において好ましい。
【００４３】
　本発明の樹脂組成物に導電性を付与するために充填材として、導電性フィラーが挙げら
れる。導電性フィラーは、通常、樹脂の導電化に用いられる導電性フィラーであれば特に
制限は無い。その具体例としては、金属粉、金属フレーク、金属リボン、金属繊維、金属
酸化物、導電性物質で被覆された無機フィラー、カーボン粉末、黒鉛、炭素繊維、カーボ
ンフレーク、鱗片状カーボンなどが挙げられる。
【００４４】
　金属粉、金属フレーク、金属リボンの金属種の具体例としては、銀、ニッケル、銅、亜
鉛、アルミニウム、ステンレス、鉄、黄銅、クロム、錫などが例示できる。金属繊維の金
属種の具体例としては、鉄、銅、ステンレス、アルミニウム、黄銅などが例示できる。か
かる金属粉、金属フレーク、金属リボン、金属繊維はチタネート系、アルミ系、シラン系
などの表面処理剤で表面処理を施されていてもよい。
　金属酸化物の具体例としては、ＳｎＯ２（アンチモンドープ）、Ｉｎ２Ｏ３（アンチモ
ンドープ）、ＺｎＯ（アルミニウムドープ）などが例示でき、これらはチタネート系、ア
ルミ系、シラン系カップリング剤などの表面処理剤で表面処理を施されていてもよい。
【００４５】
　導電性物質で被覆された無機フィラーにおける導電性物質の具体例としては、アルミニ
ウム、ニッケル、銀、カーボン、ＳｎＯ２（アンチモンドープ）、Ｉｎ２Ｏ３（アンチモ
ンドープ）などが例示できる。また被覆される無機フィラーとしては、マイカ、ガラスビ
ーズ、ガラス繊維、炭素繊維、チタン酸カリウムウィスカー、硫酸バリウム、酸化亜鉛、
酸化チタン、ホウ酸アルミニウムウィスカー、酸化亜鉛系ウィスカー、チタン酸系ウィス
カー、炭化珪素ウィスカーなどが例示できる。被覆方法としては、真空蒸着法、スパッタ
リング法、無電解メッキ法、焼き付け法などが挙げられる。またこれらはチタネート系、
アルミ系、シラン系カップリング剤などの表面処理剤で表面処理を施されていてもよい。
【００４６】
　カーボン粉末はその原料、製造法から、アセチレンブラック、ガスブラック、オイルブ
ラック、ナフタリンブラック、サーマルブラック、ファーネスブラック、ランプブラック
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、チャンネルブラック、ロールブラック、ディスクブラックなどに分類される。本発明で
用いることのできるカーボン粉末は、その原料、製造法は特に限定されないが、アセチレ
ンブラック、ファーネスブラックが特に好適に用いられる。
【００４７】
（Ｃ成分：フッ素樹脂）
　本発明の樹脂組成物は、Ａ成分およびＢ成分に加えてフッ素樹脂（Ｃ成分）を含有して
いても良い。
　フッ素樹脂（Ｃ成分）としては、主鎖に炭素鎖を有し、側鎖にフッ素原子の結合を有す
る重合体または共重合体である。具体例としては、ポリテトラフルオロエチレン、テトラ
フルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体、テトラフルオロエチ
レン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、エチレン－テトラフルオロエチレン共重合体
、テトラフルオロエチレン－フルオロアルキルビニルエーテル－フルオロオレフィン共重
合体、エチレン－トリクロロフルオロエチレン共重合体などが挙げられる。なかでも好ま
しくは、ポリテトラフルオロエチレンが挙げられる。焼成、未焼成のどちらのポリテトラ
フルオロエチレンでも使用可能である。ポリテトラフルオロエチレンは再凝集し易いので
、再凝集し難くするために焼成処理等を施した粉末状ものが好ましい。特に焼成処理温度
３６０℃以上で焼成されたポリテトラフルオロエチレン樹脂が好ましい。ポリテトラフル
オロエチレンの融点は、再凝集し難くするためＤＳＣ法で測定して３２０～３３５℃のも
のが好ましく、より好ましくは３２５～３３０℃である。
【００４８】
　またポリテトラフルオロエチレンの粒子径は、パークロルエチレン中に分散させた分散
液を光透過法により測定する方法で平均０．１～１００μｍのものが好ましく、より好ま
しくは１μｍ～２０μｍのポリテトラフルオロエチレンである。なおここでいう平均粒径
はレーザー回折・散乱法（ＭＩＣＯＴＲＡＣ法）を用いて測定した重量平均粒径である。
　また、このポリテトラフルオロエチレンの数平均分子量は、１０万以上が好ましく、よ
り好ましくは２０万以上である。
　このようなポリテトラフルオロエチレンの例としては、（株）喜多村よりＫＴＬ－６２
０、ＫＴＬ－４５０Ａとして、ダイキン工業（株）よりルブロンＬ－５、Ｌ－２として、
また旭アイシ－アイフロロポリマーズ（株）よりＬ１５０Ｊ、Ｌ１６９Ｊ、Ｌ１７０Ｊ、
Ｌ１７２Ｊとして、また三井・デュポンフロロケミカル（株）よりテフロンＴＬＰ－１０
Ｆ－１として市販されており容易に入手可能である。
【００４９】
　Ｃ成分の含有量は、Ａ成分１００重量部に対し、好ましくは５～１００重量、より好ま
しくは５～８０重量部、さらに好ましくは５～３５重量部である。配合量が５重量部未満
では十分な摺動改善効果は得られず、他方上限は１００重量部以下が好ましく、そうする
ことで混練時にストランド切れやサージングなどの発生を抑制しやすくなる。
【００５０】
（その他の成分）
　本発明における樹脂組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、エラストマー成分を
含むことができる。好適なエラストマー成分としては、アクリロニトリル・ブタジエン・
スチレン系共重合体（ＡＢＳ樹脂）、メチルメタクリレート・ブタジエン・スチレン共重
合体（ＭＢＳ樹脂）およびシリコーン・アクリル複合ゴム系グラフト共重合体などのコア
－シェルグラフト共重合体が挙げられる。あるいはシリコーン系熱可塑性エラストマー、
オレフィン系熱可塑性エラストマー、ポリアミド系熱可塑性エラストマー、ポリエステル
系熱可塑性エラストマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマーなどの熱可塑性エラスト
マーが挙げられる。
【００５１】
　本発明の樹脂組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、他の熱可塑性樹脂を含むこ
とができる。他の熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹
脂、ポリアルキルメタクリレート樹脂などに代表される汎用プラスチックスが挙げられる
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。また、ポリフェニレンエーテル樹脂、ポリアセタール樹脂、芳香族ポリエステル樹脂、
液晶性ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、環状ポリオレフィン樹脂、ポリアリレート樹
脂（非晶性ポリアリレート、液晶性ポリアリレート）等に代表されるエンジニアリングプ
ラスチックスが挙げられる。また、ポリテトラフルオロエチレン、ポリエーテルエーテル
ケトン、ポリエーテルイミド、ポリサルフォン、ポリエーテルサルフォンなどのいわゆる
スーパーエンジニアリングプラスチックスと呼ばれるものが挙げられる。
【００５２】
　本発明の樹脂組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、酸化防止剤や耐熱安定剤（
ヒンダードフェノール系、ヒドロキノン系、ホスファイト系およびこれらの置換体等）、
耐候剤（レゾルシノール系、サリシレート系、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系
、ヒンダードアミン系等）、離型剤および滑剤（モンタン酸およびその金属塩、そのエス
テル、そのハーフエステル、ステアリルアルコール、ステアラミド、各種ビスアミド、ビ
ス尿素およびポリエチレンワックス等）、顔料（硫化カドミウム、フタロシアニン、カー
ボンブラック等）、染料（ニグロシン等）、結晶核剤（タルク、シリカ、カオリン、クレ
ー等）、可塑剤（ｐ－オキシ安息香酸オクチル、Ｎ－ブチルベンゼンスルホンアミド等）
、帯電防止剤（アルキルサルフェート型アニオン系帯電防止剤、４級アンモニウム塩型カ
チオン系帯電防止剤、ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレートのような非イオン
系帯電防止剤、ベタイン系両性帯電防止剤等）、難燃剤（赤燐、リン酸エステル、メラミ
ンシアヌレート、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム等の水酸化物、ポリリン酸ア
ンモニウム、臭素化ポリスチレン、臭素化ポリフェニレンエーテル、臭素化ポリカーボネ
ート、臭素化エポキシ樹脂あるいはこれらの臭素系難燃剤と三酸化アンチモンとの組み合
わせ等）および他の重合体を含有することができる。
【００５３】
（樹脂組成物の製造）
　本発明の樹脂組成物は上記各成分を同時に、または任意の順序でタンブラー、Ｖ型ブレ
ンダー、ナウターミキサー、バンバリーミキサー、混練ロール、押出機等の混合機により
混合して製造することができる。好ましくは２軸押出機による溶融混練が好ましく、必要
に応じて任意の成分を、サイドフィーダー等を用いて第２供給口より、溶融混合された他
の成分中に供給することが好ましい。
　押出機としては、原料中の水分や、溶融混練樹脂から発生する揮発ガスを脱気できるベ
ントを有するものが好ましく使用できる。ベントからは発生水分や揮発ガスを効率よく押
出機外部へ排出するための真空ポンプが好ましく設置される。また押出原料中に混入した
異物などを除去するためのスクリーンを押出機ダイス部前のゾーンに設置し、異物を樹脂
組成物から取り除くことも可能である。かかるスクリーンとしては金網、スクリーンチェ
ンジャー、焼結金属プレート（ディスクフィルターなど）などを挙げることができる。
【００５４】
　二軸押出機に使用するスクリューとして、輸送用順フライトピースの間に多種多様な形
状のスクリュピースを挿入して複雑に組合せ、一体化して一本のスクリューとして構成さ
れているものが挙げられる。順フライトピース、順ニーディングピース、逆ニーディング
ピース、逆フライトピース、切り欠きを有する順フライトピース、逆フライトピースなど
のスクリュピースを処理対象原材料の特性を考慮して、適宜の順序および位置に配置して
組み合わせたものなどを挙げられる。溶融混練機としては二軸押出機の他にバンバリーミ
キサー、混練ロール、単軸押出機、３軸以上の多軸押出機などを挙げることができる。
　上記の如く押出された樹脂は、直接切断してペレット化するか、またはストランドを形
成した後かかるストランドをペレタイザーで切断してペレット化される。ペレット化に際
して外部の埃などの影響を低減する必要がある場合には、押出機周囲の雰囲気を清浄化す
ることが好ましい。
　得られたペレットの形状は、円柱、角柱、および球状など一般的な形状を取り得るが、
より好適には円柱である。かかる円柱の直径は、好ましくは１～５ｍｍ、より好ましくは
１．５～４ｍｍ、さらに好ましくは２～３．５ｍｍである。一方、円柱の長さは好ましく
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は１～３０ｍｍ、より好ましくは２～５ｍｍ、さらに好ましくは２．５～４ｍｍである。
【００５５】
　本発明の樹脂組成物の総塩素含有量は、５００ｐｐｍ以下であり、好ましくは３００ｐ
ｐｍ以下、より好ましくは５０ｐｐｍ以下である。総塩素含有量が５００ｐｐｍを超える
場合には、発生ガス量が増加しウエルド強度を低下させる。
　本発明の樹脂組成物の総ナトリウム含有量は、３９ｐｐｍ以下であり、好ましくは１０
ｐｐｍ以下、より好ましくは８ｐｐｍ以下である。３９ｐｐｍを超える場合には、発生ガ
スの増加によりウエルド強度を低下させるだけではなく、高温高湿環境下において、ナト
リウム金属と水分子の配位結合による樹脂の吸水量の増加によって耐湿熱性を低下させる
。
【００５６】
（成形品について）
　本発明の樹脂組成物を用いてなる成形品は、上記の如く製造されたペレットを成形して
得ることができる。好適には、射出成形、押出し成形により得られる。射出成形において
は、通常の成形方法だけでなく、射出圧縮成形、射出プレス成形、ガスアシスト射出成形
、発泡成形（超臨界流体を注入する方法を含む）、インサート成形、インモールドコーテ
ィング成形、断熱金型成形、急速加熱冷却金型成形、二色成形、多色成形、サンドイッチ
成形、および超高速射出成形等を挙げることができる。また成形はコールドランナー方式
およびホットランナー方式のいずれも選択することができる。また押出成形では、各種異
形押出成形品、シート、フィルム等が得られる。シート、フィルムの成形にはインフレー
ション法や、カレンダー法、キャスティング法等も使用可能である。更に特定の延伸操作
をかけることにより熱収縮チューブとして成形することも可能である。また本発明の樹脂
組成物を回転成形やブロー成形等により成形品とすることも可能である。
【実施例】
【００５７】
　なお、以下に記載の実施例１～６１、比較例１～１５のうち、実施例１～３４は参考例
であり、比較例１～１０は比較参考例である。また実施例４９～５４および実施例６１も
参考例であり、比較例１１～１２も比較参考例である。
【００５８】
実施例１～２６、比較例１～５
［樹脂組成物の評価］
（１）ウエルド強度
　曲げ弾性率を、幅１３ｍｍ、長さ１６０ｍｍ、厚み１．５ｍｍｔのウエルドを有する試
験片を使用し測定した。ウエルドを有する試験片は、試験片の両側に設けたサイドゲート
から充填させ試験片中央部にウエルドを作成した。得られた試験片をテンシロン万能試験
機（（株）オリエンテック　製　ＵＣＴ－１Ｔ）にて支点間距離２４ｍｍ、試験速度１ｍ
ｍ／分の条件にて曲げ弾性率を測定した。この数値が大きいほど樹脂組成物のウエルド強
度が優れていることを意味する。
【００５９】
（２）耐湿熱性
　ＩＳＯ１７８に準拠した曲げ試験片を、超加速寿命試験装置（（株）平山製作所　製　
ＰＣ－３０５ＩＩＩ／Ｖ）に入れ、温度１２０℃、湿度１００％ＲＨ、処理時間１００時
間にて処理を行った。得られた試験片の曲げ強さをＩＳＯ１７８（測定条件２３℃）に準
拠して測定した。測定した湿熱処理前の曲げ強さおよび湿熱処理後の曲げ強さより下記式
を用いて、湿熱処理後の保持率を算出した。この数値が大きいほど樹脂組成物の耐湿熱性
が優れていることを意味する。
湿熱処理後の保持率（％）＝［（湿熱処理後の曲げ強さ）／（湿熱処理前の曲げ強さ）］
×１００
【００６０】
［樹脂組成物の製造］
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　ポリアリーレンスルフィド樹脂および充填材を表１記載の各配合量で、ベント式二軸押
出機を用いて溶融混練してペレットを得た。ベント式二軸押出機は（株）日本製鋼所製：
ＴＥＸ－３０ＸＳＳＴ（完全かみ合い、同方向回転）を使用した。押出条件は吐出量１２
ｋｇ／ｈ、スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、ベントの真空度３ｋＰａであり、また押出温
度は第一供給口からダイス部分まで３２０℃とした。なお、繊維状充填材は上記押出機の
サイドフィーダーを使用し第二供給口から供給し、ポリアリーレンスルフィド樹脂および
繊維状以外の充填材は第一供給口から押出機に供給した。ここでいう第一供給口とはダイ
スから最も離れた供給口であり、第二供給口とは押出機のダイスと第一供給口の間に位置
する供給口である。
【００６１】
　得られたペレットを１３０℃で６時間、熱風循環式乾燥機にて乾燥した後、射出成形機
（住友重機械工業（株）製　ＳＧ－１５０Ｕ）によりシリンダー温度３２０℃、金型温度
１３０℃、評価用の試験片を成形した。樹脂組成物の総塩素含有量は、ペレットをＡｒ／
Ｏ２気流中にて９００℃にて燃焼処理し、発生したガスを吸収液に吸収させ、イオンクロ
マトグラフ法（ＩＣ法）により定量した。樹脂組成物の総ナトリウム含有量は、ペレット
に硫酸を添加して灰化後、硫酸水素カリウムで融解し、希硝酸に溶解させ純水で定容した
後、ＩＣＰ発光分析法（ＩＣＰ－ＡＥＳ法）により定量分析を行った。測定装置はバリア
ン製、ＩＣＰ－ＡＥＳ　ＶＩＳＴＡ－ＭＰＸを使用した。
【００６２】
［成分］
　表１中の記号表記の各成分は下記の通りである。
【００６３】
＜Ａ成分＞
ＰＰＳ－１：以下の製造方法で得られたポリフェニレンスルフィド樹脂
（製造方法）
　パラジヨードベンゼン３００．００ｇおよび硫黄２７．００ｇに、重合停止剤としてジ
フェニルジスルフィド０．６０ｇ（最終的に重合されたＰＰＳの重量に基づいて０．６５
重量％の含量）を投入して１８０℃に加熱して完全にそれらを溶融および混合した後、温
度を２２０℃に昇温し、且つ、圧力を２００Ｔｏｒｒに降圧した。得られた混合物を、最
終温度および圧力が夫々３２０℃および１Ｔｏｒｒとなるように温度および圧力を段階的
に変化させつつ、８時間重合反応させてポリフェニレンスルフィド樹脂を製造した。総塩
素含有量は２０ｐｐｍ以下（検出限界以下）、総ナトリウム含有量は７ｐｐｍであった。
ＰＰＳ－２：ポリフェニレンスルフィド樹脂（ＤＩＣ製　ＤＩＣ－ＰＰＳ　ＭＡ－５０５
、総塩素含有量２２００ｐｐｍ、総ナトリウム含有量１６０ｐｐｍ）
ＰＰＳ－３：ＰＰＳ－１　８０重量％およびＰＰＳ－２　２０重量％を上記２軸押出し機
にて溶融混練しポリフェニレンスルフィド樹脂を得た。総塩素含有量は３３０ｐｐｍ、総
ナトリウム含有量は２６ｐｐｍであった。
ＰＰＳー４：ＰＰＳ－１　６０重量％およびＰＰＳ－２　４０重量％を上記２軸押出し機
にて溶融混練しポリフェニレンスルフィド樹脂を得た。総塩素含有量は８７０ｐｐｍ、総
ナトリウム含有量は６７ｐｐｍであった。
【００６４】
＜Ｂ成分＞
Ｂ－１：炭素繊維（東邦テナックス（株）製　ＨＴＣ４３２　６ｍｍ　長径：７μｍ、カ
ット長：６ｍｍ、ウレタン系集束剤）
Ｂ－２：ニッケルコート炭素繊維（東邦テナックス（株）製　ＨＴＣ９０３　６ｍｍ  長
径：７μｍ、カット長６ｍｍ、ウレタン系集束剤）
Ｂ－３：全芳香族ポリアミド繊維（帝人（株）製　パラ系アラミド繊維　Ｔ３２２ＥＨ　
長径：１２μｍ、カット長：３ｍｍ、ポリエステル系集束剤）
Ｂ－４：全芳香族ポリアミド繊維（帝人（株）製　メタ系アラミド繊維　ＳＴ２．２　長
径：１２μｍ、カット長１ｍｍ、集束剤無）
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Ｂ－５：全芳香族ポリアミド繊維（帝人（株）製　ポリフェニレンテレフタルアミド　１
４８８  長径：１２μｍ、カット長：６ｍｍ　ポリエステル系集束剤）
Ｂ－６：円形断面チョップドガラス繊維（日本電気硝子（株）製　Ｔ－７６０Ｈ　直径：
１０．５μｍ、カット長：３ｍｍ、ウレタン・エポキシ系集束剤）
Ｂ－７：扁平断面チョップドガラス繊維（日東紡（株）製　３ＰＡ－８３０　長径：２８
μｍ、短径：７μｍ、エポキシ系集束剤）
Ｂ－８：炭酸カルシウム（三共精粉（株）製　スカロン２３００）
Ｂ－９：マイカ（（株）ヤマグチマイカ製：４１ＰＵ５）
Ｂ－１０：タルク（林化成（株）製：ＵＰＮ　ＨＳＴ０．８）
【００６５】
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【表１】

【００６６】
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【表２】

【００６７】
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実施例２７～３４、比較例６～１０
［炭素繊維の評価］
　炭素繊維の引張弾性率、引張強度は、ＪＩＳ　Ｒ７６０８により測定した。
【００６８】
［樹脂組成物の評価］
（１）機械強度
　ＩＳＯ５２７に準拠した引張り試験片の引張破断強度を、ＩＳＯ５２７（測定条件２３
℃）に準拠して測定した。この数値が大きいほど樹脂組成物の機械強度が優れていること
を意味する。
（２）ウエルド強度
　曲げ強さ（ウエルド有）を幅１３ｍｍ、長さ１６０ｍｍ、厚み１．５ｍｍｔの試験片を
使用し測定した。ウエルドを有する試験片は、試験片の両側に設けたサイドゲートから充
填させ試験片中央部にウエルドを作成した。得られた試験片をテンシロン万能試験機（（
株）オリエンテック製　ＵＣＴ－１Ｔ）にて支点間距離２４ｍｍ、試験速度１ｍｍ／分の
条件にて曲げ強さを測定した。この数値が大きいほど樹脂組成物のウエルド強度が優れて
いることを意味する。
（３）耐湿熱性
　ＩＳＯ１７８に準拠した曲げ試験片を、超加速寿命試験装置（（株）平山製作所製　Ｐ
Ｃ－３０５ＩＩＩ／Ｖ）に入れ、温度１２０℃、湿度１００％ＲＨ、処理時間１００時間
にて処理を行った。得られた試験片の曲げ強さをＩＳＯ１７８（測定条件２３℃）に準拠
して測定した。測定した湿熱処理前の曲げ強さおよび湿熱処理後の曲げ強さより下記式を
用いて、湿熱処理後の保持率を算出した。この数値が大きいほど樹脂組成物の耐湿熱性が
優れていることを意味する。
湿熱処理後の保持率（％）＝［（湿熱処理後の曲げ強さ）／（湿熱処理前の曲げ強さ）］
×１００
【００６９】
［樹脂組成物の製造］
　ポリアリーレンスルフィド樹脂および炭素繊維を表２記載の各配合量で、ベント式二軸
押出機を用いて溶融混練してペレットを得た。ベント式二軸押出機は（株）日本製鋼所製
：ＴＥＸ－３０ＸＳＳＴ（完全かみ合い、同方向回転）を使用した。押出条件は吐出量１
２ｋｇ／ｈ、スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、ベントの真空度３ｋＰａであり、また押出
温度は第一供給口からダイス部分まで３２０℃とした。なお、炭素繊維は上記押出機のサ
イドフィーダーを使用し第二供給口から供給し、ポリアリーレンスルフィド樹脂は第一供
給口から押出機に供給した。ここでいう第一供給口とはダイスから最も離れた供給口であ
り、第二供給口とは押出機のダイスと第一供給口の間に位置する供給口である。
【００７０】
　得られたペレットを１３０℃で６時間、熱風循環式乾燥機にて乾燥した後、射出成形機
（住友重機械工業（株）製　ＳＧ－１５０Ｕ）によりシリンダー温度３２０℃、金型温度
１３０℃、評価用の試験片を成形した。樹脂組成物の総塩素含有量は、ペレットをＡｒ／
Ｏ２気流中にて９００℃にて燃焼処理し、発生したガスを吸収液に吸収させ、イオンクロ
マトグラフ法（ＩＣ法）により定量した。樹脂組成物の総ナトリウム含有量は、ペレット
に硫酸を添加して灰化後、硫酸水素カリウムで融解し、希硝酸に溶解させ純水で定容した
後、ＩＣＰ発光分析法（ＩＣＰ－ＡＥＳ法）により定量分析を行った。測定装置はバリア
ン製、ＩＣＰ－ＡＥＳ　ＶＩＳＴＡ－ＭＰＸを使用した。
【００７１】
［成分］
　表２中の記号表記の各成分は下記の通りである。
【００７２】
＜Ａ成分＞
ＰＰＳ－１－ａ：以下の製造方法で得られたポリフェニレンスルフィド樹脂
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（製造方法）
　パラジヨードベンゼン３００．００ｇおよび硫黄２７．００ｇに、重合停止剤としてジ
フェニルジスルフィド０．６０ｇ（最終的に重合されたＰＰＳの重量に基づいて０．６５
重量％の含量）を投入して１８０℃に加熱して完全にそれらを溶融および混合した後、温
度を２２０℃に昇温し、且つ、圧力を２００Ｔｏｒｒに降圧した。得られた混合物を、最
終温度および圧力が夫々３２０℃および１Ｔｏｒｒとなるように温度および圧力を段階的
に変化させつつ、８時間重合反応させてポリフェニレンスルフィド樹脂を製造した。総塩
素含有量は２０ｐｐｍ以下（検出限界以下）、総ナトリウム含有量は７ｐｐｍであった。
また、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）で表される分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）
は３．４であった。
ＰＰＳ－２－ａ：ポリフェニレンスルフィド樹脂（ＤＩＣ製ＤＩＣ－ＰＰＳ　ＭＡ－５０
５、総塩素含有量２２００ｐｐｍ、総ナトリウム含有量１６０ｐｐｍ、分散度（Ｍｗ／Ｍ
ｎ）３．５）
ＰＰＳ－３－ａ：ＰＰＳ－１－ａ　８０重量％およびＰＰＳ－２－ａ　２０重量％を上記
２軸押出し機にて溶融混練しポリフェニレンスルフィド樹脂を得た。総塩素含有量は３３
０ｐｐｍ、総ナトリウム含有量は２６ｐｐｍであった。また分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は３．
４であった。
ＰＰＳ－４－ａ：ＰＰＳ－１－ａ　６０重量％およびＰＰＳ－２－ａ　４０重量％を上記
２軸押出し機にて溶融混練しポリフェニレンスルフィド樹脂を得た。総塩素含有量は８７
０ｐｐｍ、総ナトリウム含有量は６７ｐｐｍであった。また分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は２．
４であった。
【００７４】
＜Ｂ成分＞
Ｂ－１－ａ：ＩＭ　Ｃ７０２　６ｍｍ（東邦テナックス（株）製　長径：６μｍ、カット
長：６ｍｍ、引張弾性率：２８２ＧＰａ、引張強度：５，４９０ＭＰａ、ウレタン系集束
剤、集束剤付着量：１．８％）
Ｂ－２－ａ：ＩＭ　Ｃ４４３　６ｍｍ（東邦テナックス（株）製　長径：６μｍ、カット
長：６ｍｍ、引張弾性率：２８２ＧＰａ、引張強度：５，４９０ＭＰａ、ウレタン系集束
剤、集束剤付着量：２．５％）
Ｂ－３－ａ：ＵＭ　Ｃ４４３　６ｍｍ（東邦テナックス（株）製　長径：６μｍ、カット
長：６ｍｍ、引張弾性率：４００ＧＰａ、引張強度：４，５００ＭＰａ、ウレタン系集束
剤、集束剤付着量：２．５％）
Ｂ－４－ａ：ＨＴＣ４３２　６ｍｍ（東邦テナックス（株）製　長径：７μｍ、カット長
：６ｍｍ、引張弾性率：２３０ＧＰａ、引張強度：２，９４０ＭＰａ、ウレタン系集束剤
、集束剤付着量：２．３％）
【００７５】
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【表３】

【００７６】
実施例３５～６１、比較例１１～１５
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［樹脂組成物の評価］
（１）ウエルド強度
　曲げ弾性率（ウエルド有）を幅１３ｍｍ、長さ１６０ｍｍ、厚み１．５ｍｍｔの試験片
を使用し測定した。ウエルドを有する試験片は、試験片の両側に設けたサイドゲートから
充填させ試験片中央部にウエルドを作成した。得られた試験片をテンシロン万能試験機（
（株）オリエンテック　製　ＵＣＴ－１Ｔ）にて支点間距離２４ｍｍ、試験速度１ｍｍ／
分の条件にて曲げ弾性率を測定した。この数値が大きいほど樹脂組成物のウエルド強度が
優れていることを意味する。
【００７７】
（２）耐湿熱性
　ＩＳＯ１７８に準拠した曲げ試験片を、超加速寿命試験装置（（株）平山製作所　製　
ＰＣ－３０５ＩＩＩ／Ｖ）に入れ、温度１２０℃、湿度１００％ＲＨ、処理時間１００時
間にて処理を行った。得られた試験片の曲げ強さをＩＳＯ１７８（測定条件２３℃）に準
拠して測定した。測定した湿熱処理前の曲げ強さおよび湿熱処理後の曲げ強さより下記式
を用いて、湿熱処理後の保持率を算出した。この数値が大きいほど樹脂組成物の耐湿熱性
が優れていることを意味する。
湿熱処理後の保持率（％）＝［（湿熱処理後の曲げ強さ）／（湿熱処理前の曲げ強さ）］
×１００
【００７８】
（３）摺動性
　ＪＩＳ　Ｋ７２１８　Ａ法に従い、荷重５０Ｎ、回転速度５００ｍｍ／ｓ、試験時間１
００時間の条件で試験前後の重量変化を算出し比摩耗量を求めた。なお、試験機には摩擦
摩耗試験機（（株）オリエンテック　製　ＥＦＭ－ＩＩＩ－ＥＮ）、相手材にはアルミニ
ウム（Ａ２０１１）を用いて行った。
【００７９】
［樹脂組成物の製造］
　ポリアリーレンスルフィド樹脂、充填材およびフッ素樹脂を表３記載の各配合量で、ベ
ント式二軸押出機を用いて溶融混練してペレットを得た。ベント式二軸押出機は（株）日
本製鋼所製：ＴＥＸ－３０ＸＳＳＴ（完全かみ合い、同方向回転）を使用した。押出条件
は吐出量１２ｋｇ／ｈ、スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、ベントの真空度３ｋＰａであり
、また押出温度は第一供給口からダイス部分まで３２０℃とした。なお、全芳香族ポリア
ミド繊維を除く繊維状充填材は上記押出機のサイドフィーダーを使用し第二供給口から供
給し、ポリアリーレンスルフィド樹脂、全芳香族ポリアミド繊維および全芳香族ポリアミ
ド繊維を除く繊維状以外の充填材は第一供給口から押出機に供給した。ここでいう第一供
給口とはダイスから最も離れた供給口であり、第二供給口とは押出機のダイスと第一供給
口の間に位置する供給口である。
【００８０】
　得られたペレットを１３０℃で６時間、熱風循環式乾燥機にて乾燥した後、射出成形機
（住友重機械工業（株）製　ＳＧ－１５０Ｕ）によりシリンダー温度３２０℃、金型温度
１３０℃、評価用の試験片を成形した。樹脂組成物の総塩素含有量は、ペレットをＡｒ／
Ｏ２気流中にて９００℃にて燃焼処理し、発生したガスを吸収液に吸収させ、イオンクロ
マトグラフ法（ＩＣ法）により定量した。樹脂組成物の総ナトリウム含有量は、ペレット
に硫酸を添加して灰化後、硫酸水素カリウムで融解し、希硝酸に溶解させ純水で定容した
後、ＩＣＰ発光分析法（ＩＣＰ－ＡＥＳ法）により定量分析を行った。測定装置はバリア
ン製、ＩＣＰ－ＡＥＳ　ＶＩＳＴＡ－ＭＰＸを使用した。
【００８１】
［成分］
　表３中の記号表記の各成分は下記の通りである。
【００８２】
＜Ａ成分＞
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ＰＰＳ－１－ｂ：以下の製造方法で得られたポリフェニレンスルフィド樹脂
（製造方法）
　パラジヨードベンゼン３００．００ｇおよび硫黄２７．００ｇに、重合停止剤としてジ
フェニルジスルフィド０．６０ｇ（最終的に重合されたＰＰＳの重量に基づいて０．６５
重量％の含量）を投入して１８０℃に加熱して完全にそれらを溶融および混合した後、温
度を２２０℃に昇温し、且つ、圧力を２００Ｔｏｒｒに降圧した。得られた混合物を、最
終温度および圧力が夫々３２０℃および１Ｔｏｒｒとなるように温度および圧力を段階的
に変化させつつ、８時間重合反応させてポリフェニレンスルフィド樹脂を製造した。総塩
素含有量は２０ｐｐｍ以下（検出限界以下）、総ナトリウム含有量は７ｐｐｍであった。
ＰＰＳ－２－ｂ：ポリフェニレンスルフィド樹脂（ＤＩＣ製　ＤＩＣ－ＰＰＳ　ＭＡ－５
０５、総塩素含有量２２００ｐｐｍ、総ナトリウム含有量１６０ｐｐｍ）
ＰＰＳ－３－ｂ：ＰＰＳ－１－ｂ　８０重量％およびＰＰＳ－２－ｂ　２０重量％を上記
２軸押出し機にて溶融混練しポリフェニレンスルフィド樹脂を得た。総塩素含有量は３３
０ｐｐｍ、総ナトリウム含有量は２６ｐｐｍであった。
ＰＰＳ－４－ｂ：ＰＰＳ－１－ｂ　６０重量％およびＰＰＳ－２－ｂ　４０重量％を上記
２軸押出し機にて溶融混練しポリフェニレンスルフィド樹脂を得た。総塩素含有量は８７
０ｐｐｍ、総ナトリウム含有量は６７ｐｐｍであった。
【００８３】
＜Ｂ成分＞
Ｂ－１－ｂ：炭素繊維（東邦テナックス（株）製　ＨＴＣ４３２　６ｍｍ　長径：７μｍ
、カット長：６ｍｍ、引張弾性率：２３０ＧＰａ、引張強度：２，９４０ＭＰａ、ウレタ
ン系集束剤）
Ｂ－２－ｂ：炭素繊維（東邦テナックス（株）製　ＩＭＣ７０２　６ｍｍ　長径：６μｍ
、カット長：６ｍｍ、引張弾性率：２８２ＧＰａ、引張強度：５，４９０ＭＰａウレタン
系集束剤）
Ｂ－３－ｂ：ニッケルコート炭素繊維（東邦テナックス（株）製　ＨＴＣ９０３　６ｍｍ
　長径：７μｍ、カット長６ｍｍ、ウレタン系集束剤）
【００８４】
　なお、上記炭素繊維の引張弾性率、引張強度は、ＪＩＳ　Ｒ７６０８により測定した。
Ｂ－４－ｂ：全芳香族ポリアミド繊維（帝人（株）製　パラ系アラミド繊維　Ｔ３２２Ｅ
Ｈ　長径：１２μｍ、カット長：３ｍｍ、ポリエステル系集束剤）
Ｂ－５－ｂ：全芳香族ポリアミド繊維（帝人（株）製　メタ系アラミド繊維　ＳＴ２．２
　長径：１２μｍ、カット長１ｍｍ、集束剤無）
Ｂ－６－ｂ：全芳香族ポリアミド繊維（帝人（株）製　ポリフェニレンテレフタルアミド
　１４８８　長径：１２μｍ、カット長：６ｍｍ　ポリエステル系集束剤）
Ｂ－７－ｂ：円形断面チョップドガラス繊維（日本電気硝子（株）製　Ｔ－７３２Ｈ　直
径：１０．５μｍ、カット長：３ｍｍ、ウレタン・エポキシ系集束剤）
Ｂ－８－ｂ：扁平断面チョップドガラス繊維（日東紡（株）製　３ＰＡ－８３０　長径：
２８μｍ、短径：７μｍ、エポキシ系集束剤）　
Ｂ－９－ｂ：炭酸カルシウム（三共精粉（株）製　エスカロン２３００　）
Ｂ－１０－ｂ：マイカ（（株）ヤマグチマイカ　製：４１ＰＵ５）
Ｂ－１１－ｂ：タルク（林化成（株）製：ＵＰＮ　ＨＳＴ０．８）
【００８５】
＜Ｃ成分＞
Ｃ－１：ポリテトラフルオロエチレン（（株）喜多村製　ＫＴＬ－６２０　焼成タイプ　
融点３２８℃）
Ｃ－２：ポリテトラフルオロエチレン（（株）喜多村製　ＫＴＬ－４５０Ａ　焼成タイプ
　融点３２８℃）
Ｃ－３：ポリテトラフルオロエチレン（ダイキン工業（株）製　ルブロンＬ－５　非焼成
タイプ　融点３２８℃）
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【００８６】
【表４】

【００８７】
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【表５】

【００８８】
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【表６】

【００８９】
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【表７】

【産業上の利用可能性】
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【００９０】
　本発明の樹脂組成物は、パソコン、ディスプレイ、ＯＡ機器、携帯電話、携帯情報端末
、ファクシミリ、コンパクトディスク、ポータブルＭＤ、携帯用ラジオカセット、ＰＤＡ
（電子手帳などの携帯情報端末）、ビデオカメラ、デジタルスチルカメラ、光学機器、オ
ーディオ、エアコン、照明機器、娯楽用品、玩具用品、その他家電製品などの電気、電子
機器に用いることができる。特に、電気、電子機器の筐体に用いることができる。また電
気、電子機器のトレイ、シャーシなどの内部部材、内部部材のケース、機構部品に用いる
ことができる。また本発明の樹脂組成物は、パネルなどの建材用途に用いることができる
。
【００９１】
　また本発明の樹脂組成物は、自動車、二輪車関連部品に用いることができる。例えば、
モーター部品、オルタネーターターミナル、オルタネーターコネクター、ＩＣレギュレー
ター、ライトディヤー用ポテンショメーターベース、サスペンション部品、排気ガスバル
ブなどの各種バルブに用いることができる。また、燃料関係、排気系、吸気系の各種パイ
プに用いることができる。また、エアーインテークノズルスノーケル、インテークマニホ
ールド、各種アーム、各種フレーム、各種ヒンジ、各種軸受、燃料ポンプ、ガソリンタン
ク、ＣＮＧタンク、エンジン冷却水ジョイント、キャブレターメインボディー、キャブレ
タースペーサー、排気ガスセンサー、冷却水センサー、油温センサー、ブレーキパットウ
ェアーセンサー、スロットルポジションセンサー、クランクシャフトポジションセンサー
、エアーフローメーター、ブレーキバット磨耗センサー、エアコン用サーモスタットベー
ス、暖房温風フローコントロールバルブ、ラジエーターモーター用ブラッシュホルダー、
ウォーターポンプインペラー、タービンべイン、ワイパーモーター関係部品、ディストリ
ビュター、スタータースィッチ、スターターリレー、トランスミッション用ワイヤーハー
ネス、ウィンドウオッシャーノズル、エアコンパネルスィッチ基板、燃料関係電磁気弁用
コイル、ヒューズ用コネクター、バッテリートレイ、ＡＴブラケット、ヘッドランプサポ
ート、ペダルハウジング、ハンドル、ドアビーム、プロテクター、シャーシ、フレーム、
アームレスト、ホーンターミナル、ステップモーターローター、ランプソケット、ランプ
リフレクター、ランプハウジング、ブレーキピストン、ノイズシールド、ラジエターサポ
ート、スペアタイヤカバー、シートシェル、ソレノイドボビン、エンジンオイルフィルタ
ー、点火装置ケース、アンダーカバー、スカッフプレート、ピラートリム、プロペラシャ
フト、ホイール、フェンダー、フェイシャー、バンパー、バンパービーム、ボンネット、
エアロパーツ、プラットフォーム、カウルルーバー、ルーフ、インストルメントパネル、
スポイラーおよび各種モジュールなどの自動車、二輪車関連部品に用いることができる。
【００９２】
　また、ランディングギアポッド、ウィングレット、スポイラー、エッジ、ラダー、エレ
ベーター、フェイリング、リブなどの航空機関連部品に用いることができる。また、風車
の羽根などにおいて幅広く有用である。
　特にコンピューター、ノートブック、ウルトラブック、タブレット、携帯電話用ハウジ
ング、ハイブリッド自動車や電気自動車用のインバータハウジング等の電子機器筐体に有
用である。
　また本発明の樹脂組成物は、自動車、産業用機械、レジャー道具の、ベアリング、ギア
、パッキン、ガイドレール関連部品等に有用である。
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